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厚生労働省に対して、「2009年度連合の重点政策」の要請を実施 

 

 

 連合は、6 月 20 日、厚生労働省に対して、「2009 年度 連合の重点政策」（4 月 17

日中央執行委員会確認）を、同省の 2009 年度予算編成および当面の施策運営に反映

させることを求める要請を行った。 

 冒頭、土屋副会長から舛添厚生労働大臣に対し要請書を手交した。続いて、古賀事

務局長から、［1]社会保障給付費抑制の撤回、［2]法改正を踏まえた最低賃金制度の維

持発展と水準の実現、［3]労働者保護の視点での労働者派遣法の見直し、［4]質の高い

介護サービス確保に向けた介護労働者の雇用・労働環境の改善の 4点を重点項目とし

て説明し、要請した。 

 舛添大臣は、「連合の要請内容は世論のマジョリティであると思う」とし、「社会保

障費 2,200億円抑制については限界であり、雇用保険の国庫負担についても、政府が

関与しない国家は近代国家とはいえない」、「生活できない最低賃金では問題」、「労働

者派遣はあまりにもひどく、日雇い派遣は秋の臨時国会で前倒しで禁止したい」、「介

護は抑制が行き過ぎており、方向性を変えていかないといけない」、「働く人達の立場

に立ってやっていきたい」などと応じた。 

 引き続き、厚生労働省の江利川事務次官以下各局局長に対して、上記 4項目のほか、

長時間労働の解消、外国人研修・技能実習生制度の抜本的改正、年金制度改革の推進、

高齢者医療制度の早急な見直しなど 13項目を要請した。 

 土屋副会長は冒頭、「連合では、このたび向こう 1 年間の重点政策を策定したとこ

ろであり、その実現に向け、厚生労働省にもご尽力いただきたい」とあいさつした。

それに対し、江利川事務次官は、「連合には様々な場面でご支援いただいている。忌

憚のない意見交換をさせていただき、来年度の政策にも反映できればと考えている」

と応じた。その後、各局局長から要請項目に対する回答があり、意見交換を行った。 

 なお、雇用保険に関する国庫負担については、大臣要請に先立ち、太田職業安定局

長に対し、［1］社会保障費の毎年 2,200億円抑制の 2009年度予算編成からの撤廃、［2]

雇用保険の国庫負担はこれ以上の削減を行わず、本則の 4分の 1に戻すことについて、

要請を行った。 

 


